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Ⅰ　広島県地域がん登録の概要
1 ．目　　的
　広島県地域がん登録とは、広島県民に発生したがんの診断から治癒、または死亡にいたるまで
の情報を多方面から収集し、個々の患者ごと、さらに個々のがんごとに集約する仕組みのことで
ある。これらの情報を使用して、がん予防の推進、がん医療の向上を図り、県民の健康に役立て
ることを目的としている。

2 ．経　　緯
　広島県地域がん登録のこれまでの経緯を示す。
平成1₄年（₂₀₀₂）1₀月 広島県地域がん登録システム推進事業を開始
平成1₇年（₂₀₀₅） ₄ 月  広島県腫瘍登録（いわゆる病理登録）と一体化。病理診断に基づく詳細

ながん情報の収集を開始
平成1₉年（₂₀₀₇） 1 月  第 ₃ 次対がん総合戦略研究事業「がん罹患・死亡動向の実態把握の研

究」班（以下、祖父江班という）が推奨する標準登録票項目を採用し、
届出票を改訂（第 ₂ 版）

 祖父江班が提供する標準データベースシステム（DBS）導入
  （注：標準 DBS は平成₂₃年（₂₀11）に祖父江班から独立行政法人国立がん研究

センターに譲渡された）

平成₂₀年（₂₀₀₈） ₇ 月 遡り調査開始
 祖父江班の全国がん罹患モニタリング集計に参加を開始
平成₂1年（₂₀₀₉） ₈ 月  広島市地域がん登録・広島県地域がん登録の資料相互利用の協定書を

締結
  広島市で収集された情報と相互利用することで、より精度の高いがん統

計を整備することを目指す
平成₂₂年（₂₀1₀） 1 月 標準登録票項目の改訂に伴い、届出票を改訂（第 ₃ 版）
平成₂₄年（₂₀1₂） 1 月  住基ネットによる診断から ₅ 年後の生存確認調査開始（平成1₈年（₂₀₀6）

診断～）
平成₂₅年（₂₀1₃） ₅ 月 ₅ 年相対生存率集計を掲載（平成1₈年（₂₀₀6）診断～）
平成₂₈年（₂₀16） 1 月 「がん登録等の推進法に関する法律」施行
 全国がん登録開始（平成₂₈年（₂₀16）診断～）
 広島県において全国がん登録 DBS 都道府県がんデータベース導入
 （以下、都道府県がんデータベースという）
 平成₂₄年（₂₀1₂）診断までの広島県地域がん登録データを移行
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3 ．方　　法
（ 1）資料の収集方法（平成27年（2015）診断まで）

1 ）広島県地域がん登録（臨床登録）
　①広島県地域がん登録届出票
　広島県内の医療機関から、広島県地域がん登録届出票に一人の患者の原発部位ごとにがんの情
報を記載して届け出る、届出方式である。医療機関からの届出は、初回治療時の退院時および死
亡退院時であり、広島県医師会へ追跡可能なゆうパックで郵送される。
　②人口動態調査死亡票
　人口動態調査において作成された人口動態調査死亡票（以下、死亡票という）について目的外
利用の許可を得て、広島県内で作成された転写書類を入手している。

₂ ）広島県腫瘍登録（病理登録）
　広島県内の医療機関および検査センターから、診断した腫瘍について、病理診断依頼箋および
病理診断報告書の写と悪性についてはそれを代表する組織プレパラートを広島県医師会に届け出
る、届出方式である。これらの腫瘍情報は広島県腫瘍登録実務委員会のメンバーである病理医が
国際疾病分類－腫瘍学第 ₃ 版（以下、ICD-O-₃ という）により、腫瘍の部位と組織診断をコード
化する。さらに腫瘍の病期、原発巣、標本の採取方法（手術あるいは生検）の情報についてもコー
ド化を行う。コード化する際には、必要に応じて病理医がプレパラートを鏡検して組織診断を確
認している。これらの情報は、広島県医師会にて入力され、（公財）放射線影響研究所内のデータ
ベースに保管される。その後、 1 年に 1 度、約 1 年分のデータを広島県地域がん登録データベー
スへ移送されている。平成₂₅年（₂₀1₃）診断症例からは、都道府県がんデータベースに移送され
ている。

₃ ）広島市地域がん登録
　広島市地域がん登録では、広島市内とその周辺の医療機関の協力を得て、委託先である（公財）
放射線影響研究所の職員が医療記録からがんの診療記録を原発部位ごとに採録している。これら
の情報はデータベースに登録され、広島県地域がん登録データと相互利用されている。

（ 2）登録対象

1 ）広島県地域がん登録（臨床登録）
　①広島県地域がん登録届出票
　診断時住所が広島県内で、上皮内がんを含む悪性腫瘍（ICD-O-₃ の性状 ₂ または ₃ ）、および中
枢神経系腫瘍（脳・脊髄・髄膜）は良性・悪性にかかわらず登録対象としている。
　②人口動態調査死亡票（死亡票）
　死亡票において、Ⅰ欄に「がん」（ICD-O-₃ の性状 ₂ または ₃ ）もしくはその疑いがあるもの、
また、頭蓋内は性状にかかわらず「腫瘍」の記載のあるものを登録対象としている。
　Ⅰ欄に「腫瘍」の記載のあるもので、肝及び肝内胆管・膵・気管・気管支及び肺・腎・膀胱は
悪性腫瘍とみなし、登録対象としている。



－ 3－

₂ ）広島県腫瘍登録（病理登録）
　広島県腫瘍登録で収集した情報のうち、上記広島県地域がん登録の登録対象となるものを対象
としている。

₃ ）広島市地域がん登録
　広島市地域がん登録の登録対象は、診断時住所が広島市内で、その他の登録要件は広島県地域
がん登録の登録対象と同様である。

（ 3）登録作業

　医療機関から提出された届出票について、がんの原発部位および病理診断情報を ICD-O-₃ でコー
ド化し、標準 DBS を用いて入力作業を行う。平成₂₅年（₂₀1₃）診断症例からは全国がん登録 DBS

を用いて入力作業を行い都道府県がんデータベースに登録する。
　死亡票に記載された個人識別情報と死亡情報について、標準 DBS を用いて入力する。死亡票中
に腫瘍の記載があれば、腫瘍情報についても届出票同様 ICD-O-₃ でコード化し、標準 DBS を用
いて入力し登録する。平成₂₅年（₂₀1₃）死亡症例からは、全国がん登録 DBS を用いて入力する。
死亡票の既登録情報との照合の作業は、国立がん研究センターが行う。

（ 4）集約作業

　平成₂₅年（₂₀1₃）のがん罹患統計では、広島県地域がん登録届出票と広島県腫瘍登録用病理診
断報告書写しのうち ICD-O-₃ において性状コードが ₂ （上皮内がん）または ₃ （悪性）のものに
ついて、都道府県がんデータベースを用いて集約作業を行った（図 A）。
　入力した患者について、以前に登録されたことがある患者かどうかの照合を行い（個人同定）、
その後、原発部位について、 1 腫瘍 1 件の情報として集約を行った。多重がんの判定については
IARC（International Agency for Research on Cancer）の多重がんの判定基準に基づき判定を行っ
た。さらに、国立がん研究センターにおいて、死亡票（平成₂₅年（₂₀1₃）死亡症例）の原死因と
して記載されたがんと都道府県がんデータベースの照合が行われた。そのうち、初めて死亡票で
がん情報が登録されたものについて国立がん研究センターより広島県に通知され、それらの対象
者に対して、原発部位、病期、治療方法などの情報を詳しく得るために、遡り調査を実施した。
　遡り調査については、平成₂₅年（₂₀1₃）の死亡情報で初めて登録された症例で、かつ死亡場所
が病院、診療所または介護老人保健施設であったもの1,₄₅₄件のうち、県内全ての病院の₉6₅件に
対して遡り調査を実施し、₈1₅件（回収率は₈₄.₅％）が返送された。有効回答数₇₈₃件であった。
遡り調査の回答を登録後、最終的に国立がん研究センターですべての資料の集約作業が行われ、
年次確定データが作成された。
　平成₂₅年（₂₀1₃）診断症例から集約方法、集計方法が全国がん登録方式へ変更された。この方
式変更により、罹患数の結果に影響を受ける可能性がある。国立がん研究センターより提供され
た、変更項目、主な変更事項、想定される罹患数への影響について表Ａから表Ｃに示す。
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図Ａ　広島県地域がん登録における登録作業の流れ
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表Ａ　全国がん登録方式への変更に伴う集計値への影響①
（2013年診断症例より既に影響あり）

変更項目 主な変更事項 想定される罹患数への影響

罹患数の変化

従前 DCN

割合：
低い地域

従前 DCN

割合：
高い地域

1
DCN、DCO

とするがんの
範囲

・死亡票からルールに従い
一 つ の が ん の み 取 得

（₂₀16年以降）
・原死因のみ取扱
・ICD-1₀ に よ る DCN、

DCO とするがんの範囲
を決定（ICD-O-₃ かつ標
準方式による当該範囲決
定との差異）

・一つのがんのみを取得するため DCN、
DCO とするがんの範囲としては、罹患数
減少の方向へ（₂₀16年以降）

・原死因のみを扱うため DCN、DCO とす
るがんの範囲としては、罹患数減少の方
向へ影響する影響の程度は、登録の量的
精度に依存する（DCN 割合が高い場合、
従前の DCN 対象と比べて少なくなるの
で、罹患数減少の程度が大きい）

・ICD-1₀ で DCN、DCO とするがんの範囲
を決定するため、ICD-O-₃ かつ標準方式
による当該 範囲決定との違いが生じ、罹
患数に影響する

↓ ↓↓

₂
集計時に利用
する罹患日の
定義

罹患日定義：生存率用に統
一（遡り調査による届出の
罹患日を採用）。罹患日－
罹患率用、罹患日－生存率
用運用の廃止

・罹患数減少の方向へ影響する。影響の程
度 は、登 録 の 量 的 精 度 に 依 存 す る。

（DCN 割合が高く、かつ DCN と DCO の
割合の差が大きく DCO 割合が低い場合、
DCN 対象が最新罹患集計年以前のいずれ
かで集計されるため、最新罹患集計の罹
患数減少の程度が大きい）

↓↓
↓↓
↓

₃
固定データと
の集約不可①

届出票に対し、照合を実施
し、同一人物が見つかった
時点で、固定データと集約
せずにカウントする

・移行期のみの過去の罹患数への影響
・届出票のがんと同じがんの届出があって

も、集約できないため、 ₂ 重にカウント
される。

↑ ↑

₄
全国照合の
実施

全国照合及び国がんによる
がん死亡票（Ｇ票・Ｃ票）
照合の結果、他県入力され
た自県在住者の診断、死亡
症例がカウントされる

・罹患数増加の方向へ影響する。
　影響の程度は、当該県での患者の流動性

に依存する。₂₀1₅年までは、他県在住者
の届出を入力するか否かは都道府県の判
断によるため、増減傾向は不安定である。

↑ ↑
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表Ｃ　全国がん登録方式への変更に伴う集計値への影響③
（累積データ等に及ぼす影響）

変更項目 主な変更事項 想定される罹患数への影響

罹患数の変化

従前 DCN

割合：
低い地域

従前 DCN

割合：
高い地域

1

部位と組織が
同じ上皮内癌
と浸潤癌の多
重がん判定規
則

多重がんの判定基準： 時期
にかかわらず、上皮内癌と
浸潤癌がある場合は最古の
浸潤癌の一つにする

・最新罹患集計の 1 年間の罹患数には影響
はない

・数年後に遡ってある年の罹患数をみた場
合、全国がん登録では、一部の上皮内癌
の登録が消えるため、上皮内癌の罹患数
は減少する。

↓ ↓

₂
固定データ
との集約不可
②

遡り調査として、照合を実
施し、同一人物が見つかっ
た時点で、固定データに届
出票が確認できれば調査対
象から除外する

・移行期のみの過去の罹患数への影響
・遡り調査において、死亡票のがんと異な

るがんの届出があっても対象外となるた
め、死亡 票のがんは DCO にも、過去の
罹患にもならず、カウントされない。

↓ ↓

表Ａから表Ｃは、「都道府県がんデータベースシステム出力の₂₀1₃年罹患数について」（国立がん研究センターがん対策
情報センターがん登録センター全国がん登録室作成）から抜粋

表Ｂ　全国がん登録方式への変更に伴う集計値への影響②
（主として2016年診断症例以降）

変更項目 主な変更事項 想定される罹患数への影響

罹患数の変化

従前 DCN

割合：
低い地域

従前 DCN

割合：
高い地域

1
届出対象の

「がん」の
範囲の変更

・C₇₀.1 脊髄膜、
　C₇₂.₀ 脊髄、
　C₇₂.1 馬尾の性状 ₀ 、 1

の腫瘍
・ C₅6.₉ 卵巣の性状 1 の腫

瘍
・性状 1 の GIST

→登録対象として追加

・浸潤がん（性状 ₃ ）、ICD-1₀ の C コード
のみの罹患集計値については変わらない

・詳細集計において追加された登録対象が
集計される

↑ ↑

₂
DCN の確定
時期

DCN 対象決定時期：
診断年＋ ₂ 年の 6 月頃

（一斉に決定）

・DCN 対象確定時期を全国がん登録方式よ
り長期にしていた場合、DCN 割合は高く
なり、罹患数減少の方向に影響する

－ －



－ 7－

（ 5）罹患・死亡集計

　国立がん研究センターが、平成₂₉（₂₀1₇）年 ₃ 月₂1日に作成した年次確定データに基づき、原
発がんの罹患およびがん死亡について集計し、集計値が広島県に提供された。
　罹患率、死亡率の集計には、国立がん研究センターがん対策情報センターがん情報統計部と国立
社会保障・人口問題研究所との共同開発により作成された平成₂₅年（₂₀1₃）都道府県別人口が用い
られた。この都道府県別人口は、国勢調査の性、年齢階級別の総人口、日本人人口より年齢不詳を
按分し、平成1₇年（₂₀₀₅）、平成₂₂年（₂₀1₀）の国勢調査より平成₂₅年（₂₀1₃）の人口を外挿法に
より求められたものである。罹患率算出には総人口、死亡率算出には日本人人口を用いている。
　標準化死亡比の算出においては、人口動態統計に基づく日本人年齢階級別死亡率と国立がん研
究センターから提供された広島県の部位別死亡数および広島県日本人人口を用いた。
　二次保健医療圏別の標準化罹患比の算出には、国立がん研究センターから提供された二次保健
医療圏別部位別罹患数と、（公財）放射線影響研究所が昭和₅₀年（1₉₇₅）～平成₂₂年（₂₀1₀）の ₅
年ごとの国勢調査人口（総人口）を用いて、性別、同一年齢階級において外挿して求めた平成₂₅
年（₂₀1₃）二次保健医療圏別人口を用いた。なお、年齢不詳人口については考慮していない。

（ 6）データのバックアップ

　広島県地域がん登録で収集された届出票および遡り調査票は、（公財）放射線影響研究所内の資
料庫内のキャビネットにて保管されている。その資料庫およびキャビネットは厳重に施錠されて

表Ｄ　平成25年（2013）広島県および二次保健医療圏別の性別、年齢階級別人口

注） 本報告書の医療圏別標準化罹患比の算出には、 合計及び年齢不詳の人口は用いていない。

二次保健医療圏 合計 0-4 5-9 10-14 15-19 20-24 25-29 30-34 35-39 40-44
男性 広島県 1,374,958 61,889 63,651 67,434 66,096 64,136 70,247 78,644 117,829 95,570

広島 652,648 31,533 32,037 33,476 31,869 30,039 33,943 39,071 60,260 50,091
広島西 67,329 2,678 2,986 3,128 3,137 2,715 3,598 3,395 5,104 4,470
呉 124,825 4,600 4,634 5,832 5,330 6,321 6,490 6,603 10,111 8,141
広島中央 115,483 5,284 5,035 5,490 7,378 9,384 6,703 6,916 9,306 7,523
尾三 122,797 4,648 5,317 5,629 5,461 4,641 5,901 6,318 9,018 7,105
福山府中 247,538 11,295 11,675 12,037 11,033 9,522 11,913 14,117 20,940 15,777
備北 44,338 1,850 1,967 1,842 1,887 1,515 1,700 2,223 3,090 2,464

女性 広島県 1,476,257 59,172 60,097 64,690 62,369 61,779 68,086 76,885 116,747 96,449
広島 705,809 30,295 30,536 32,221 30,472 31,792 35,465 40,372 61,851 50,948
広島西 73,783 2,477 2,640 2,987 3,162 3,030 3,557 3,372 5,273 4,524
呉 133,815 4,374 4,695 5,091 5,429 5,081 5,013 5,621 8,850 7,937
広島中央 113,485 5,072 4,744 5,281 5,780 6,527 5,508 6,189 8,519 7,111
尾三 134,449 4,570 4,769 5,332 5,181 4,732 5,181 5,541 8,869 7,095
福山府中 265,768 10,793 10,871 11,964 10,523 9,308 11,875 13,659 20,669 16,663
備北 49,144 1,591 1,842 1,814 1,822 1,309 1,486 2,131 2,716 2,172

二次保健医療圏 45-49 50-54 55-59 60-64 65-69 70-74 75-79 80-84 85+
男性 広島県 82,825 73,344 80,403 124,857 98,055 71,559 59,195 44,700 31,060

広島 43,222 34,760 35,468 56,430 43,794 32,016 24,081 17,155 11,253
広島西 3,739 3,845 4,819 6,962 5,244 3,626 3,069 2,443 1,729
呉 7,122 6,218 6,696 12,211 10,874 8,004 7,079 5,116 3,669
広島中央 6,946 5,667 6,016 9,250 7,696 4,906 4,353 3,172 2,179
尾三 6,057 7,176 8,353 12,755 9,683 7,075 6,986 5,916 4,103
福山府中 13,814 13,007 15,657 22,477 17,984 13,604 10,805 8,239 5,932
備北 1,925 2,670 3,395 4,772 2,781 2,328 2,822 2,658 2,195

女性 広島県 84,342 76,619 82,667 128,854 107,485 81,374 79,880 69,062 79,959
広島 43,297 36,380 36,891 58,820 49,084 35,809 32,310 26,575 30,455
広島西 3,930 4,507 5,085 7,262 5,305 4,265 4,128 3,765 4,070
呉 6,999 6,542 6,550 12,877 11,894 9,316 9,909 8,320 9,447
広島中央 6,631 5,927 5,903 9,728 7,726 5,500 5,461 4,769 6,163
尾三 6,924 7,055 8,537 12,564 10,607 8,388 9,556 8,912 10,070
福山府中 14,418 13,585 16,588 23,288 19,698 15,056 14,414 12,429 14,445
備北 2,142 2,622 3,113 4,315 3,171 3,040 4,101 4,292 5,308
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おり、情報保護に努めている。また、都道府県がんデータベースに入力された情報は、国立がん
研究センターにおいて管理され、今後は、全国がん登録システムのバックアップサイトを物理的
に離れた場所に構築する予定である。

4 ．用語の説明
1 ）届出数
　医療機関から提出された届出票の枚数（ 1 届出 1 件）

₂ ）届出患者数
　医療機関から届出された患者と人口動態調査死亡票から登録された人の数（ 1 患者 1 件）

₃ ）罹患数
　ある年における 1 月 1 日から1₂月₃1日の間に初めてがんと診断されたがんの数（ 1 腫瘍 1 件）

₄ ）がん死亡数
　がんが原死因であるものの数を示す。原死因とは、人口動態調査死亡票における死因欄の記述
から一定の規則に基づいて選択された死亡の原因のことである。厚生労働省において死因欄の複
数の記述をコード化し、その中から一定の規則にしたがって原死因を選択している。平成₂₅年

（₂₀1₃）以降の死亡数の算出は、国立がん研究センターが厚生労働省からコード化された電子情報
を入手し、各県の日本人がん死亡数を算出し、広島県に通知する。

₅ ）粗罹患率（粗死亡率）
　罹患数（死亡数）を同時期の観察人口で除したもの。通常は人口1₀万対で表現する。

粗罹患率（粗死亡率）＝  
罹患数（死亡数）

人口
  ×1₀₀,₀₀₀

6 ）年齢調整罹患率（年齢調整死亡率）
　異なる地域あるいは異なる時期の ₂ つの集団について、がんの罹患率（あるいは死亡率）を比
較する場合、 ₂ つの集団の年齢ごとの人口の割合が異なると単純に粗罹患率（あるいは粗死亡率）
で比較することができない。そのため、観察集団の人口構成が基準集団の人口構成と等しいと仮
定して、観察集団の年齢階級別罹患率を基準集団にあてはめて全年齢での罹患率（死亡率）、すな
わち年齢調整罹患率（年齢調整死亡率）を計算する。通常は人口1₀万対で表現する。

（観察集団の年齢階級別罹患率（死亡率）×標準人口のその年齢階級別人口）の年齢階級の総和

標準人口の総和
 ×1₀₀,₀₀₀

　昭和6₀年（1₉₈₅）モデル人口は、わが国の昭和6₀年（1₉₈₅）の国勢調査人口をベビーブームな
どの極端な増減を補正し、四捨五入によって千人単位として作成した仮想の人口集団である。ま
た、世界人口は「瀬木-Doll の世界人口」と呼ばれるもので、WHO において各国の統計値を国際
比較するために作成された仮想の人口集団である。
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₇ ）累積罹患率（累積死亡率）
　 ₀ 歳からある年齢までの 1 歳年齢階級別罹患率（ 1 歳年齢階級別死亡率）の合計値である。累
積罹患率（累積死亡率）が₀.1（1₀％）以下である場合は、累積罹患リスク（累積死亡リスク）の
近似値と考えることができる。ここで、累積罹患リスク（累積死亡リスク）とは1₀₀人中何人がそ
の病気に罹患（死亡）するかという割合である。累積罹患率（累積死亡率）は、通常 ₀ ⊖₇₄歳がよ
く用いられ、小児がんの場合は ₀ ⊖1₄歳累積罹患率（累積死亡率）が用いられる。1₀₀対で表現す
る。 ₀ ⊖₇₄歳までの累積罹患率（累積死亡率）および累積罹患リスク（累積死亡リスク）の具体的
な計算方法は以下である。

　 ₀ ⊖₇₄歳の累積罹患率（1₀₀対）
　　＝｛（ ₀ ⊖ ₄ 歳の年齢階級別罹患率）× ₅ 年＋…＋（₇₀⊖₇₄歳の年齢階級別罹患率）× ₅ 年｝／1₀₀₀

（年齢階級別罹患率は人口1₀万対）

　 ₀ ⊖₇₄歳の累積罹患リスク＝ 1 －exp（－累積罹患率）

₈ ）標準化罹患比（標準化死亡比）
　標準化罹患比（死亡比）とは、観察集団の年齢階級別罹患率（死亡率）が基準集団の年齢階級
別罹患率（死亡率）と等しいと仮定して、基準集団の年齢階級別罹患率（死亡率）を観察集団の
人口構成にあてはめて、起きてくるであろう罹患数（死亡数）を計算する。この、「起きてくるで
あろう罹患数（死亡数）」を期待罹患数（死亡数）と呼び、各年齢階級の期待罹患数（死亡数）の
和と、実際の罹患数（死亡数）の比をとって標準化罹患比（死亡比）とする。値が信頼区間の範
囲を超えて、 1 を越えていれば基準集団よりも罹患率（死亡率）が高いことを表し、信頼区間の
範囲を超えて、 1 より低いと基準集団よりも罹患率（死亡率）が低いことを表す。

 標準化罹患比（死亡比）＝  
観察集団で発生した罹患数（死亡数）

期待罹患数（死亡数）

₉ ）DCN 割合、DCO 割合
　DCN（death certificate notification）割合とは、罹患数に対する死亡票で初めて登録されたがん
の割合であり、DCO（death certification only）割合とは、罹患数に対する死亡票のみで登録され
た数である。MI 比（mortality/incidence ratio）とは、がんの死亡数と罹患数の比である。DCN

割合はがん登録の完全性の精度指標として用いられており、DCO 割合はがん登録の診断精度の指
標として用いられている。

 DCN 割合＝  
死亡票で初めて登録されたがんの数

罹患数
  ×1₀₀　　（％）

 DCO 割合＝  
死亡票のみで登録されたがんの数

罹患数
  ×1₀₀　　（％）

 MI 比＝  
がん死亡数（Ｍ）
がん罹患数（Ｉ）
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　国立がん研究センターが提供する MCIJ₂₀1₂（Monitoring of Cancer Incidence in Japan）におい
ては、精度基準をＡおよびＢの ₂ 段階としている。Ａ基準は、IARC/IACR が編集する「 ₅ 大陸の
がん罹患」Vol. IX において、データ掲載の判断に利用された最高基準に準拠したもので、DCO 割
合が1₀％未満、かつ DCN 割合が₂₀％未満、かつ MI 比が₀.₅以下である。Ｂ基準は、MCIJ₂₀11 ま
での精度基準で、DCN 割合が₃₀％未満または DCO 割合が₂₅％未満、かつ MI 比が₀.₇以下である。

1₀）HV 割合および MV 割合
　HV（histologically verified cases）割合は、罹患数に対する組織診の結果のあるがんの割合であ
り、MV（microscopically verified cases）割合は、罹患数に対する組織診だけでなく細胞診も含め
顕微鏡的に確かめられたがんの割合である。これらはがん登録データの診断精度の指標として用
いられる。

　　　　HV 割合＝  
組織診断の結果のあるがんの数

罹患数
  ×1₀₀　　（％）

　　　　MV 割合＝  
細胞診も含めた顕微鏡的に確かめられたがんの数

罹患数
  ×1₀₀　　（％）

11）遡り調査
　死亡票で初めてがんが確認できた症例について、死亡診断をした医療機関に届出票の提出を依
頼する調査。平成₂₅年（₂₀1₃）死亡症例からは、国立がん研究センターにおいて、死亡票に記載
されたがんと、都道府県がんデータベースに登録されたがんの照合が行われることとなった。
　初めて死亡票でがん情報が登録されたと判明したものについて、国立がん研究センターから広
島県に通知され、死亡診断した病院に対して遡り調査を実施する。都道府県がんデータベースで
は、広島県地域がん登録届出票と広島県腫瘍登録の病理情報が区別できなくなったため、届出票
が届け出られていなくても、病理情報がある場合は遡り調査の対象とはならない。

1₂）二次保健医療圏
　医療法に基づき広島県が定めた圏域であり、広島、広島西、呉、広島中央、尾三、福山・府中、
備北の ₇ つに分けられる（巻末参考資料 1 ）。

1₃）国際疾病分類第1₀版（ICD-1₀）
　ICD-1₀ とは国際疾病分類（International Classification of Disease: ICD、日本名「疾病、傷害およ
び死因統計分類提要」）のことであり、本報告書中の部位名は、ICD-1₀ の分類で示したものである。

1₄）国際疾病分類－腫瘍学第 ₃ 版（ICD-O-₃）
　国際疾病分類－腫瘍学（International Classification of Disease for Oncology）は、国際疾病分類
を基にして、腫瘍の局在分類に組織型を示すための補助分類として作成されたものである。現在
用いられている第 ₃ 版（厚生労働省大臣官房統計情報部編集　一般財団法人 厚生労働統計協会発
行）は平成1₄年（₂₀₀₂）に刊行されたものであり、腫瘍の局在と形態の両方に対しての分類とコー
ド化が体系づけられるようになっている。平成₂6年（₂₀1₄）診断症例からは、第 ₃ 版（₂₀1₂年改
正版）を適用している。


